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社会福祉法人 春日井市社会福祉協議会 

職員の育児休業、介護休業等に関する規程 

（平成22年規程第５号） 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、社会福祉法人春日井市社会福祉協議会職員（社会福祉法人春日

井市社会福祉協議会就業規則（平成20年社会福祉法人春日井市社会福祉協議会規程

第８号。以下「就業規則」という。）第３条に規定する職員をいう。以下同じ。）の

育児休業、介護休業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （育児休業の対象者） 

第２条 育児のために休業することを希望する職員であって、１歳に満たない子と同

居し、養育する者は、この規程に定めるところにより育児休業をすることができる。

ただし、就業規則第３条第３項に規定する嘱託職員（以下「嘱託職員」という。）、

同条第４項に規定する再雇用等職員（以下「再雇用等職員」という。）及び同条第５

項に規定する臨時職員（以下「臨時職員」という。）（以下これらを総称して「嘱託

職員等」という。）にあっては、申出時点において、次の各号のいずれにも該当する

者に限り育児休業をすることができる。  

⑴ 引き続き雇用された期間が１年以上である者 

 ⑵ 子が１歳６か月（第４項の申出にあっては２歳）に達する日までに雇用契約期

間が満了し、更新されないことが明らかでない者 

２ 前項の規定にかかわらず、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が職員と同じ日以前から育児休業をして

いる場合は、職員は、子が１歳２か月に達するまでの間、育児休業をすることがで

きる。ただし、当該育児休業をすることができる期間（当該子に係る出生日以後の

産前休暇（就業規則第47条第２項の表第６号に規定する休暇をいう。以下同じ。）及

び産後休暇（就業規則第47条第２項の表第７号に規定する休暇をいう。以下同じ。）

の期間を含む。）は、１年を限度とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれにも該当する職員は、子が１歳６

か月に達するまでの間で必要な期間について育児休業をすることができる。この場

合において、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳の誕生日（前項の規定に



- 90 - 

よる育児休業をしている場合は、当該育児休業の終了予定日の翌日）に限るものと

する。 

 ⑴ 職員又は配偶者が子の１歳の誕生日の前日（前項の規定による育児休業をして

いる場合は、当該育児休業の終了予定日）に育児休業をしていること。 

 ⑵ 次のいずれかの事情があること。 

  ア 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条第１項に規定する保育所、就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年

法律第77号）第２条第６項に規定する認定こども園又は児童福祉法第24条第２

項に規定する家庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）に入所を希望し

ているが、入所できない場合 

  イ 職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳以降育児に

当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育すること

が困難になった場合 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれにも該当する職員は、子が２歳に達

するまでの間で必要な期間について育児休業をすることができる。この場合におい

て、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳６か月の誕生日応当日とする。 

⑴ 職員又は配偶者が子の１歳６か月の誕生日応当日の前日に育児休業をしている

こと。 

 ⑵ 次のいずれかの事情があること。 

  ア 保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合 

  イ 職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳６か月以降

育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育す

ることが困難になった場合 

 （育児休業の申出の手続き等） 

第３条 育児休業をすることを希望する職員は、育児休業を開始しようとする日（以

下「育児休業開始予定日」という。）の１か月前（前条第３項及び第４項の規定の適

用を受ける職員の場合は、２週間前）までに、育児休業申出書を会長に提出するこ

とにより申し出なければならない。 

２ 前項の規定による申出は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、同一の子

につき１回限りとする。ただし、産後休暇を取得していない職員が、当該子の出生
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日又は出産予定日のいずれか遅い日から８週間以内にした最初の育児休業に係る申

出については、この項の規定は適用しない。 

 ⑴ 前条第１項の規定に基づく育児休業をした職員が同条第２項の規定に基づく育

児休業の申出をしようとする場合 

⑵ 前条第３項の規定に基づく育児休業をした職員が同条第４項の規定に基づく育

児休業の申出をしようとする場合 

⑶ 配偶者の死亡等、会長が特別の事情があると認めた場合 

３ 会長は、育児休業の申出について、その事由を確認する必要があると認めるとき

は、当該申出をした職員に対して、証明書類の提出を求めることができる。 

 （育児休業の期間等） 

第４条 育児休業の期間は、当該育児休業に係る子が１歳に達する日（第２条第２項

から第４項までの規定の適用を受ける場合は、それぞれ定められた日）までを限度

として育児休業申出書に記載された期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、会長は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介護休業法」と

いう。）の定めるところにより育児休業開始予定日の指定を行うことができる。 

３ 職員は、育児休業期間変更申出書により会長に育児休業開始予定日の１週間前ま

でに申し出ることにより、育児休業開始予定日の繰上変更を、また、育児休業を終

了しようとする日（以下「育児休業終了予定日」という。）の１か月前（第２条第３

項又は第４項の規定の適用を受けている場合は、２週間前）までに申し出ることに

より、育児休業終了予定日の繰下変更を行うことができる。 

４ 前項に規定する育児休業開始予定日の繰上変更及び育児休業終了予定日の繰下変

更は、１回に限り行うことができる。ただし、第２条第３項及び第４項の規定に基

づく育児休業の場合には、同条第１項の規定に基づく育児休業とは別に、子が１歳

から１歳６か月に達するまで又は１歳６か月から２歳に達するまでの各期間内にお

いてそれぞれ１回に限り、育児休業終了予定日の繰下変更を行うことができる。 

 （介護休業の対象者） 

第５条 要介護状態にある家族を介護する職員は、この規程に定めるところにより介

護休業をすることができる。ただし、嘱託職員等にあっては、申出時点において、

次の各号のいずれにも該当する者に限り介護休業をすることができる。 
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 ⑴ 引き続き雇用された期間が１年以上である者 

 ⑵ 介護休業を開始しようとする日（以下「介護休業開始予定日」という。）から起

算して93日を経過する日から６か月を経過する日までに雇用契約期間が満了し、

更新されないことが明らかでない者 

２ 前項に規定する要介護状態にある家族とは、負傷、疾病又は身体上若しくは精神

上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある次の

者をいう。 

 ⑴ 配偶者 

 ⑵ 父母 

 ⑶ 子 

 ⑷ 配偶者の父母 

 ⑸ 祖父母 

⑹ 兄弟姉妹 

⑺ 孫 

 （介護休業の申出の手続き等） 

第６条 介護休業をすることを希望する職員は、介護休業開始予定日の２週間前まで

に、介護休業申出書を会長に提出することにより申し出なければならない。 

２ 前項の規定による申出は、前条第２項各号に規定する家族（以下「対象家族」と

いう。）１人につき３回までとする。 

３ 会長は、介護休業の申出について、その事由を確認する必要があると認めるとき

は、当該申出をした職員に対して、証明書類の提出を求めることができる。 

 （介護休業の期間等） 

第７条 介護休業の期間は、対象家族１人につき、通算93日間の範囲内で、介護休業

申出書に記載された期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、会長は、育児・介護休業法の定めるところにより介護

休業開始予定日の指定を行うことができる。 

３ 職員は、介護休業期間変更申出書により、介護休業を終了しようとする日（以下

「介護休業終了予定日」という。）の２週間前までに会長に申し出ることにより、介

護休業終了予定日の繰下変更を行うことができる。この場合において、介護休業開

始予定日から変更後の介護休業終了予定日までの期間は通算93日の範囲を超えない



- 93 - 

ものとする。 

  （育児及び介護のための所定外労働の免除） 

第８条 会長は、３歳に満たない子を養育する職員が当該子を養育するため又は要介

護状態にある対象家族を介護する職員が当該対象家族を介護するために申し出た場

合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、所定労働時間を超えて労働さ

せてはならない。 

２ 前項の規定による申出をしようとする職員は、１回につき、１か月以上１年以内

の期間（以下この項において「免除期間」という。）について、免除を開始しようと

する日（以下この項において「免除開始予定日」という。）及び免除を終了しようと

する日を明らかにして、免除開始予定日の１か月前までに、育児及び介護のための

所定外労働免除申出書を会長に提出するものとする。この場合において、免除期間

は、次条第３項に規定する制限期間と重複しないようにしなければならない。 

３ 会長は、所定外労働免除の申出について、その事由を確認する必要があると認め

るときは、当該申出をした職員に対して、証明書類の提出を求めることができる。 

 （育児及び介護のための時間外労働の制限） 

第９条 会長は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育

するため又は要介護状態にある対象家族を介護する職員が当該対象家族を介護する

ために申し出た場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、１か月につ

いて24時間、１年について150時間を超えて時間外労働をさせてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、会長は、次の各号のいずれかに該当する職員からの時

間外労働の制限の申出を拒むことができる。 

 ⑴ 引き続き雇用された期間が１年未満である者 

 ⑵ １週間の所定労働日数が２日以下の者 

３ 第１項の規定による申出をしようとする職員は、１回につき、１か月以上１年以

内の期間（以下この項において「制限期間」という。）について、制限を開始しよう

とする日（以下この項において「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しよう

とする日を明らかにして、制限開始予定日の１か月前までに、育児及び介護のため

の時間外労働制限申出書を会長に提出するものとする。この場合において、制限期

間は、前条第２項に規定する免除期間と重複しないようにしなければならない。 

４ 会長は、時間外労働制限の申出について、その事由を確認する必要があると認め
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るときは、当該申出をした職員に対して、証明書類の提出を求めることができる。 

 （育児及び介護のための深夜業の制限） 

第10条 会長は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育

するため又は要介護状態にある対象家族を介護する職員が当該対象家族を介護する

ために申し出た場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後10時か

ら午前５時までの間（以下「深夜」という。）に労働をさせてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、会長は、次の各号のいずれかに該当する職員からの深

夜業の制限の申出を拒むことができる。 

 ⑴ 引き続き雇用された期間が１年未満である者 

 ⑵ 申出に係る家族の16歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する者 

  ア 深夜において就業していない者（１か月について深夜における就業が３日以

下の者を含む。）であること。 

  イ 心身の状況が申出に係る子の保育又は対象家族の介護をすることができる者

であること。 

  ウ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産予定でなく、かつ

産後８週間以内でない者であること。 

 ⑶ １週間の所定労働日数が２日以下の者 

３ 第１項の規定による申出をしようとする職員は、１回につき、１か月以上６か月

以内の期間について、制限を開始しようとする日（以下この項において「制限開始

予定日」という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、制限開始予定日

の１か月前までに、育児及び介護のための深夜業制限申出書を会長に提出するもの

とする。 

４ 会長は、深夜業制限の申出について、その事由を確認する必要があると認めると

きは、当該申出をした職員に対して、証明書類の提出を求めることができる。 

 （育児短時間勤務） 

第11条 職員（育児休業をしている職員及び１日の勤務時間が６時間以下の職員を除

く。）は、その３歳に満たない子を養育するため、会長に申し出ることにより、当該

子が３歳に達する日まで、就業規則第32条第１項に規定する勤務時間（嘱託職員等

にあっては、雇用契約で定められた勤務時間）を、休憩時間を除き１日６時間に短

縮すること（以下「育児短時間勤務」という。）ができる。 
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２ 前項の規定による申出をしようとする職員は、１回につき、１か月以上１年以内

の期間について、短縮を開始しようとする日（以下この項において「短縮開始予定

日」という。）及び短縮を終了しようとする日を明らかにして、短縮開始予定日の１

か月前までに、育児短時間勤務申出書を会長に提出することにより申し出なければ

ならない。 

３ 第３条及び第４条の規定（第３条第２項を除く。）は、育児短時間勤務適用のため

の手続き等について準用する。 

（介護短時間勤務） 

第12条 職員は、要介護状態にある対象家族を介護するため、会長に申し出ることに

より、対象家族１人につき、介護短時間勤務開始の日から３年の間で２回までの範

囲内で、就業規則第32条第１項に規定する勤務時間（嘱託職員等にあっては、雇用

契約で定められた勤務時間）を、休憩時間を除き１日６時間に短縮すること（以下

「介護短時間勤務」という。）ができる。 

２ 前項の規定による申出をしようとする職員は、短縮を開始しようとする日（以下

この項において「短縮開始予定日」という。）及び短縮を終了しようとする日を明ら

かにして、短縮開始予定日の２週間前までに、介護短時間勤務申出書を会長に提出

することにより申し出なければならない。 

３ 第６条及び第７条の規定は、介護短時間勤務適用のための手続き等について準用

する。この場合において、第６条第２項中「３回」とあるのは「２回」と、第７条

第１項及び第３項中「通算93日」とあるのは「介護短時間勤務開始の日から３年」

と読み替えるものとする。 

 （育児休業又は介護休業期間中の給与等の取扱い） 

第13条 育児休業又は介護休業（以下「育児休業等」という。）をしている期間は、給

与を支給しない。 

２ 社会福祉法人春日井市社会福祉協議会職員給与規程（平成14年社会福祉法人春日井

市社会福祉協議会規程第８号。以下「給与規程」という。）第24条第１項に規定するそ

れぞれの基準日に育児休業等をしている職員のうち、基準日以前６か月以内の期間に

おいて勤務した期間（会長が定めるこれに相当する期間を含む。）がある職員には、前

項の規定にかかわらず、当該基準日に係る期末手当を支給する。 

３ 給与規程第25条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業等をしている職員の
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うち、基準日以前６か月以内の期間において勤務した期間がある職員には、第１項の

規定にかかわらず、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

４ 前２項の規定は、嘱託職員及び再雇用等職員の期末手当及び勤勉手当の支給につ

いて準用する。 

５ 育児休業等をした職員（嘱託職員等を除く。）が職務に復帰した場合において、他

の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業等の期間を100分の

100（介護休業にあっては、100分の50）以下の換算率により換算して得た期間を引

き続き勤務したものとみなして、会長が定めるところにより、その者の号給を調整

することができる。 

６ 社会福祉法人春日井市社会福祉協議会職員退職手当支給規程（平成14年社会福祉法

人春日井市社会福祉協議会規程第13号。以下「退職手当支給規程」という。）第６条

の４第１項及び第７条第４項の規定の適用（退職手当支給規程第13条第１項の規定

の適用を含む。次項、第８項及び次条第４項において同じ。）については、育児休業

をした期間は、退職手当支給規程第６条の４第１項に規定する現実に職務に従事す

ることを要しない期間に該当するものとする。 

７ 育児休業をした期間についての退職手当支給規程第７条第４項の規定の適用につ

いては、同項中「その月数の２分の１に相当する月数」とあるのは、「その月数の３

分の１に相当する月数」とする。 

８ 介護休業をした期間については、退職手当支給規程第７条第４項の規定は適用し

ない。 

 （育児短時間勤務又は介護短時間勤務をした職員の給与等の取扱い） 

第14条 育児短時間勤務又は介護短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」という。）を

した職員（臨時職員を除く。）の給料月額は、その者の受ける号給に応じた額（嘱託

職員及び再雇用等職員にあっては、雇用契約で定めた額）に６時間を就業規則第32

条第１項の規定により定められた１日の勤務時間（嘱託職員及び再雇用等職員にあ

っては、雇用契約で定められた勤務時間）で除した数（以下「算出率」という。）を

乗じて得た額とする。 

２ 育児短時間勤務等をした職員（嘱託職員等を除く。）の期末手当及び勤勉手当の基

礎額については、給与規程第24条第３項中「給料」とあるのは「給料の月額を社会

福祉法人春日井市社会福祉協議会職員の育児休業、介護休業等に関する規程（平成
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22年社会福祉法人春日井市社会福祉協議会規程第５号）第14条第１項に規定する算

出率を乗じて得た額」と、同条第４項中「給料月額」とあるのは「給料の月額を社

会福祉法人春日井市社会福祉協議会職員の育児休業、介護休業等に関する規程（平

成22年社会福祉法人春日井市社会福祉協議会規程第５号）第14条第１項に規定する

算出率を乗じて得た額」と、第25条第３項中「給料の月額」とあるのは「給料の月

額を社会福祉法人春日井市社会福祉協議会職員の育児休業、介護休業等に関する規

程（平成22年社会福祉法人春日井市社会福祉協議会規程第５号）第14条第１項に規

定する算出率を乗じて得た額」と読み替えるものとする。 

３ 前項の規定は、嘱託職員及び再雇用等職員の期末手当及び勤勉手当の基礎額につ

いて準用する。 

４ 育児短時間勤務等をした期間については、退職手当支給規程第７条第４項の規定

は適用しない。 

５ 育児短時間勤務等の期間中の退職手当支給規程の規定による退職手当の計算の基

礎となる給料月額は、育児短時間勤務等をしなかったと仮定した場合の勤務時間に

より勤務したときに受けるべき給料月額とする。 

６ 育児短時間勤務等をした臨時職員の賃金は、その月の実勤務時間数（その月に取

得した有給休暇日数に、当該臨時職員に係る個別の雇用契約で定めた１日の勤務時

間を乗じて得た時間数を含む。）に、その者の勤務１時間あたりの賃金単価を乗じて

得た額とする。 

 （復職後の取扱い） 

第15条 職員は、育児休業等が終了した場合においては、当該育児休業等を開始した

時就いていた職に就くものとする。ただし、当該育児休業等の期間中に職を異動し

た場合には、その異動した職に就くものとする。 

 （法令との関係） 

第16条 この規程に定めない事項は、育児・介護休業法その他の法令の定めるところ

によるもののほか、会長が定める。 

 

   附 則 （平成22年規程第５号） 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成22年６月30日から施行する。  
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 （社会福祉法人春日井市社会福祉協議会職員の育児休業等に関する規程及び社会福

祉法人春日井市社会福祉協議会職員の介護休業等に関する規程の廃止） 

２ 社会福祉法人春日井市社会福祉協議会職員の育児休業等に関する規程（平成14年

社会福祉法人春日井市社会福祉協議会規程第10号）及び社会福祉法人春日井市社会

福祉協議会職員の介護休業等に関する規程（平成20年社会福祉法人春日井市社会福

祉協議会規程第７号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ この規程は、この規程の施行の日以後の育児休業、介護休業等について適用し、

同日前の育児休業、介護休業等については、なお従前の例による。 

附 則 （平成28年規程第10号） 

 この規程は、平成29年１月１日から施行する。  

附 則 （平成29年規程第７号） 

 この規程は、平成29年12月19日から施行する。  

附 則 （平成31年規程第６号） 

 この規程は、平成31年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 


